
10 款 2 項 3 目

25 年度 平成27年度

請負

国・県支出金等名称 学校施設環境改善交付金、起債

その他
財
源

一般財源 11,459 875

地方債 172,800
国・県支出金 22,107

年度別事業費 11,459 195,782

監理業務 4,838
耐震等工事請負費 190,944
実施設計業務委託料 11,459
耐震診断評定申請関係

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

一般財源 5,322 3,964 51,976 3,128

財源内訳 地方債 8,400 172,800 0 116,400
その他 0 0 0 0

20,742
県支出金 0 0 0 0

人件費 4,772 1,608 804 1,608
国庫支出金 0 22,107 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.60 0.20 0.10 0.20
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,608
合計 0 198,871 51,976 140,270

事業費
直接事業費 8,950 197,263 51,172 138,662
人件費 4,772 1,608 804

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

安全で安心して過ごせる活動の場として学校施設の整備を図る。

事業の内容

特別教室棟　RC造3階建　1,094㎡にかかる耐震補強屋内運動場　RC造1階建　977㎡にかかる耐震補強特別
教室棟の1階校務員室等及び2階理科準備室の改修（配膳室設置）

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

施工方法、場所 【施工方法】 【施工場所】 伊予市中山町出渕2番耕地143番地

運営方法 【運営方法】 【運営費（予定）】

事業の対象 中山小学校　校舎及び屋内運動場

事業の必要性

学校施設の耐震性を早急に確保するため、耐震診断の評定を実施し、その結果に基づき、校舎及び屋内運
動場の耐震補強を図る。

直営

実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 学校教育課 電話番号（内線）： 089-989-9871
記入者情報 所属長： 靏岡 正直 担当責任者： 武知 斉

事務事業名 中山小学校耐震補強事業
予算科目

総合計画での位置付け
教育・文化・スポレクの振興〜うるおいと生きがいのひとづくり〜
学校教育の充実

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



8二次評価
（所属部長）

事業廃止と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題

課題認識

学校施設の耐震化の計画に基づき、関係者との協議・調整を十分に行い、適切かつ効率的に事業実施
できた。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

義務教育の施設である以上、安心して生徒が活動できる環境造りは必要なことである。また、本施設は避
難所に指定されていることから、市の防災的な施策に置いても必要な事業であったと思われる。長期的な
計画に基づき、国の補助金制度も活用し、効率的に耐震化をすすめることができた点は評価できると思
う。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

4
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 0 - - 0
実　　績 - - - -

成果指標

成果指標
進捗率＝当該年度までの事業費÷全体の計画事業費×100

指標設定の
考え方

事業完了を100と設定し、全体計画に対する年度ごとの支出額の割合（進捗率）を指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標27年度



5
経営者会議の最終判断

事業の方向性
事業の休止、廃止を検討する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


